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各地のまちづくりは今 
（2006年度まちづくり見学会報告） 
 
まちづくり活動紹介 
安心して住み続けられるために 
～八尾市西郡住宅まちづくり協議会～ 
 
まちづくりアドバイザー紹介「まちづくりほっとライン」 
 
制度紹介 地域社会プログラム（財団法人トヨタ財団） 
 

大阪まちづくり 
プラットフォーム 
大阪まちづくり 
プラットフォーム 

八尾市西郡地域で住戸改善された住宅 

トピックス

　「大阪まちづくりプラットホーム」は、住民参加による人権のまちづくり活動をすすめるために財団法
人大阪府人権協会が運営しています。 
　各地域の様々なまちづくり活動の紹介や、まちづくり活動に役立つ施策・事業の紹介など、タイムリー
にまちづくりの情報をお届けするサイトです。 

http://www.matizukuri.jp/

事業内容 

「地域社会プログラム」（財団法人トヨタ財団）

 

 

 

 

 

 

1.事業趣旨 
年度ごとに基本テーマが設定され、グローバル化のもとで

空洞化や荒廃にさらされている地域社会の再構築をめざすこ

とを目的に、地域に生きる人々がともにくらしの豊かさと安

心を分かち合い、支えあう「共生」のネットワークに基づい

た社会づくりの取り組みに対して、公募・助成されているプ

ログラムです。 

※2006年度の基本テーマは「地域社会の再構築を目指し

て－支えあうくらしといのち－」 

 

2.助成内容
助成分野としては2分野 （「①活動助成」、「②成果普及

助成」）。また、2分野の中に「助成重点区」があります。 

その他に『特定課題』（「離島助成」「ユース助成」）の

募集もおこなわれています。 

（１）助成プロジェクトの概要

 

 

 

 

 

 

 

※上記の助成概要は2006年度募集に基づいた概要ですので、参考として下さい。 
※2006年度助成金総額は6,500万円。同年度の「助成重点区」 
 （北海道、東北6県、新潟）への支援助成は1,000万円以上。 
※2006年度の募集期間は2006年10月1日（日）～11月20日（月）。 
※2006年度実施期間は2007年4月1日から2008年3月31日の1年間 
※応募要項、用紙はトヨタ財団のサイトからダウンロードできます。 
   また過去の助成実績も同サイトで閲覧することができます。

（2）助成プロジェクトに期待されていること

①地域の活力を引き出す、積極的な取り組みであること 

②地元の人たちが中心となっていること 

③行政、企業等と相補う民間の活動であること 

④活動家、実務家、研究者等さまざまな参加者の相互連携

　　を図るものであること 

⑤プロジェクトが広がりをもち、その成果が外に開かれ波

　　及すること 

（3）助成要件 

①団体の目的や活動内容が、政治・宗教・思想・営利など

　　の目的に偏ることなく、また閉鎖性が強くないこと 

②物品の購入を主目的としたプロジェクトではないこと 

③原則として、プロジェクトの活動対象地域が日本国内で

　　あること 

④取り組みが団体にとっての日常業務ではなく、新しい展

　　開を意図しているものであること 

⑤「成果普及助成」のうち「活動記録の出版」については、

　　出版社との間に出版計画の大筋について合意が得られて

　　いること、を要件とします。 

 

（4）助成プログラムの応募・実施にあたっての留意点

①助成対象となった団体は、トヨタ財団と覚書を取り交わ

　　し、これに基づいて活動を実施することになります。 

②助成金の支払いは、これまでの応募要項では実施年の4

　　月下旬と9月下旬の2回に分けて支払いとなっています。

　　また、「活動記録の出版」は刊行した月の翌月下旬の支

　　払いとされています。 

③助成対象団体には、プロジェクト終了時に報告書を提出

　　していただきます。 

④応募にあたっては郵便（簡易書留）で受付。財団への持

　　参、宅急便による送付、ファックス、およびEメールで　

　　の応募はできない。 

⑤参考までに、2006年度の費目一覧においては、人件　

　　費として「協力者謝金」（関係者以外の外部協力者から

　　の助言や協力に対する謝金）や「補助者謝金」（資料の

　　整理や集計作業などのための作業補助者に対する謝金）

　　の様な活用も可能です。 

※詳しくは、トヨタ財団のサイト 

 （2006年度応募要項「参考：費目一覧」）を見て下さい。 

（5）決定通知 

募集年の翌年3月のトヨタ財団理事会において決定し、選

考結果は理事会終了後に応募者に文書にてお知らせがされます。 

 

  3.申し込み・応募・問い合わせ先

財団法人トヨタ財団
〒163-0437 東京都新宿区西新宿2-1-1 
                      新宿三井ビル37階 
　　　　　　　私書箱236号　財団法人 
                      トヨタ財団　地域社会プログラム係 
電 話 番 号　03-3344-1701 
ホームページ　http://www.toyotafound.or.jp/

この情報はトヨタ財団のホームページより抜粋し、当協会で編集したものです。 
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 １件あたりの 
助成額 
募集期間 

実施期間 

 

①活動助成 
②成果普及助成 

（A） （B） 
地域社会の再構
築と活性化を目指
し、地域に暮らす
人々が主体となっ
た、持続的な実践
プロジェクトへの
助成。あるいは、
実践プロジェクト
の地域内での相
互連携の取り組み
への助成。 

地域社会の再構
築と活性化を目指
した活動の具体的
な成果を、他の地
域で類似な実践
をしている人たち
と比較、共有する
ことを目的とした
「活動記録の出版」 
 

地域社会の再構
築と活性化を目指
した活動の経験か
らたくわえられた
ものを地域間で
共有し、具体的な
問題解決に資する、
協働と連携を支え
る多彩な「広域ネッ
トワーク」 

上限200万円     上限100万円程度 上限400万円 

毎年、10月～11月中旬 

募集年の翌年4月1日～3月31日までの１年間。 
但し、期間外に実施されるプロジェクトは原則的に対象外となる。 
 


